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１．はじめに 

 

 温室効果物質増加に起因する気候変動が生態系に及ぼ

す不可逆な悪影響を回避するためには気温上昇を 2℃以

内にとどめる必要があり、そのためには 2050 年におけ

る CO2排出量を 1990 年比で大幅に（60～80%）削減す

る必要があると見込まれている 1)。OECD が 1990 年代

後半から実施している EST（Environmentally Sustainable 

Transport: 環境的に持続可能な交通）プロジェクトは、

この目標設定を先取りした上で、運輸部門で目標に対応

しようとすると、今後見込まれる自動車の車両・エネル

ギー技術の向上だけでは実現が困難であり、交通システ

ムそのものを見直さざるを得ないという提言を行ってい

る。日本では、2004 年度から EST プロジェクトが始ま

り、先進的な取組を行う自治体への支援が行われている

が、現在のところ京都議定書の目標達成を念頭に置いて

おり、より長期的な削減に向けた施策の位置付けは明確

にされていない。 

 本稿では、日本で特に削減が困難視されている地域内

旅客交通を対象に、大幅な CO2 排出削減を達成し、脱

温暖化社会の実現に資するための長期にわたる戦略的

EST 施策パッケージを各地域の特性に応じて選定した

上で、その実施ロードマップ（行程表）を示す方法論を

整備することを目的とする。 

 

２．既往研究と本研究の位置付け 

 

（１）運輸部門のCO2排出削減に関する既往研究 

 OECD-EST で最も重要な点は、バックキャスティン

グ、つまり、排出目標を達成するためにいかなる施策を

積み上げるかというアプローチを提示したことである。

この観点から、CO2 排出削減目標の達成可能性に関して

具体的に検討した事例として以下のものがある。 

 中村ら 2)は、目標達成のためにはトリップ長・トリッ

プ数削減とモーダルシフトを合わせて進めなければなら

ないことを明らかにしている。松橋ら 3)は全国 OD 調査

を用いて自動車交通起源の市区町村別 CO2 排出量を算

出し、全国一律での削減策実施だけではなく地域特性に

応じた対策実施の必要性を示している。郷ら 4)は新規幹

線輸送機関整備による CO2 削減効果、採算性・輸送力

を考慮に入れて地域特性別に明らかにしている。一方、

EST 実現のための施策導入・実施に関して、栗山ら 5)は

個別の組織・制度・施策を積み上げるのではなく、施策

の組合せ効果を考慮した総合的なパッケージとして実施

する必要性を示している。しかし、これらの既往研究で

は、脱温暖化に向けた交通施策見直しの施策体系、実施

手順を示すには至っていない。 

 

（２）施策ロードマップの必要性と導出フロー 

 ロードマップとは、戦略目標を達成するために具体的

な施策を検討し、実現プロセスを明確に示す座標軸とし

ての機能を果たす、戦略マネジメントおよびプランニン

グツールである。EST 実現は長期的かつ総合的な戦略

を必要とするものであり、そのためのロードマップ策定

は施策の実効性や受容性を大きく左右することになる。 

 本稿では、図-1 に示す手順で施策ロードマップを導

出する。施策を進めるにあたっては、1)地域の現状把握、

2)地域の将来像の明確化、3)地域の土地利用施策・交通

施策の策定、を行った上で施策を実施する。そして、施

策実施後も PDCA サイクルのチェックを行い、軌道修

*キーワーズ：環境計画、地球環境問題、総合交通計画 

**非会員、修(環境)、日本通運株式会社 

***正会員、博(工)、名古屋大学大学院環境学研究科 

（TEL: 052-789-5104、E-mail: kato@genv.nagoya-u.ac.jp） 

****正会員、修(環境)、名古屋大学大学院環境学研究科 

（名古屋市千種区不老町C1-2(651)、TEL: 052-789-2773、

FAX: 052-789-1454、E-mail: shibahara@nagoya-u.jp） 

類型別EST施策ロードマップ策定

導入可能でCO2排出の小さい
幹線輸送機関の選定

地域の特性に応じた
類型化

公共交通整備･利用
状況と土地利用状況

の評価

地域の特徴把握

関連施策の抽出・分類

EST社会実現に向けた
施策体系の構築

施策オプション策定

効果的な施策パッケージ策定のための検討

施策実施による
ステークホルダー間
の利害関係整理

施策の相互関係
整理

 

図－１ 類型別EST 施策ロードマップの導出フロー 



正しながら実施していく必要がある。加えて、EST 施

策には、短期的な削減目標下で（短期的に）効果が発現

する施策と、効果の発現あるいは施策の実現には時間が

かかるが、中長期的な目標達成のためには欠かせない

（効果の高い）施策があると考えられる。目指すべき地

域構造を構築し、EST を実現するためには、これらの

短期・中長期の双方を見据えた施策の時間的なベストミ

ックスを図ることが重要である。そのために、短期の施

策が長期の施策実施の前提条件となるといった時系列的

因果関係を明確化し、それらを考慮してロードマップを

策定していく必要がある。 

 

３．地域特性に応じた類型化 

 

（１）地域交通圏の設定 

 地域の交通体系は、市区町村単位を越えた範囲で、１

つのまとまりをもって形づくられている。多くは、経済

的・社会的な連携が深い生活圏内において、中心都市と

その郊外地域を結ぶ形で成立している。そこで、EST

施策の検討においても、生活圏の範囲を単位として扱う。

生活圏の設定方法は様々あるが、交通体系を形づくる最

も基本的な要素は通勤・通学による人の動きであるため、

本稿では、従業地・就業地の関係に着目した圏域設定を

行っている金本ら 6)による「都市雇用圏」の定義を用い、

この雇用圏が地域の交通体系を形成する生活圏と捉えて

「地域交通圏」と定義する。その上で、地域交通圏の中

心都市を抽出し、以降の分析単位とする。 

 

（２）地域特性を表す指標の特定 

 地域交通圏は274 個設定された。その中心都市（市区

町村区分は2000 年10 月1 日現在における区分を用いる

＜東京 23 特別区は 1 つの都市として扱う＞）の交通お

よび土地利用の特徴を表すものとして、人口集中性、交

通インフラ整備・利用交通特性を表すと考えられる変数

を国勢調査 7)・国土数値情報 8)より選定する。地域交通

圏の特性を表す成分を抽出するため、主成分分析を行っ

た結果を表-1 に示す。以下に、各成分が表す特性の解

釈を述べる。 

a) 第1 主成分 

・ 自動車分担率が正に大きい負荷量を持っている 

・ DID 人口密度や DID 人口集中度といった人口集積

に関する変数と鉄道分担率が負に大きい負荷量を

持っている 

ことから、中心市街地衰退と都市域郊外化によるモータ

リゼーションの進展が著しい都市において大きい値をと

り、逆に市街地に人口が集積し、公共交通サービスが維

持され、公共交通の利便性が高い都市において小さい値

をとると考えられるので、「非集約的土地利用性」と名

付ける。 

b) 第2 主成分 

・ 徒歩・自転車分担率が大きい負荷量を持っている 

・ 公共交通分担率および面積あたり駅勢圏の値はそ

れほど高くないが、負の負荷量を示している 

ことから、市街地に人口が集中している場合に高い値を

示し、職住近接性を示すものと捉えることができる。し

かし、鉄道の利便性が高い場合、職住近接性が高くても

負の値を示すことが考えられるので、「徒歩・自転車志

向性」と名付ける。 

c) 第3 主成分 

・ 可住地面積が大きい負荷量を示している 

・ 面積あたり駅勢圏が負の負荷量を示している 

ことから、都市域が広いと高い値を示し、鉄道のカバー

率が高いと値が小さくなる。したがって、市街地への距

離およびアクセス時間が短い方が小さな値を示すことが

考えられるので、「都市の広域性」と名付ける。 

 以上により、都市の交通と土地利用に関する特性とし

て、「非集約的土地利用性」「徒歩・自転車志向性」

「都市の広域性」の3 つの指標が抽出できる。各地域交

通圏の特性をこれらに集約して表現することが可能とな

る。 

 

（３）地域特性による地域交通圏の類型化 

 地域交通圏の特性に関する多くのデータを集約するた

表－１ 主成分分析結果 

 

 

図－２ セグメント分類フローチャート 

 



めに、3(2)節で解釈した 3 主成分に基づき地域交通圏の

類型化を行う。分類は、図-2 に示す特徴のはっきりし

たセグメントから各地域交通圏を割り振っていく方法を

採用している。分類に用いる閾値には、平均が 0、分散

が 1 となるように標準化された主成分得点をもとに、

「平均値=0」か「平均値+標準偏差=1」の値を使用し、

地域交通圏の中心都市のそれぞれについて、以下の 7 つ

のセグメントに分類する。 

1) 強自動車依存型：人口集中性が低く、公共交通の

衰退が激しい地域、自動車依存が強い 

2) 弱自動車依存型：人口の集中性が低く自動車によ

る通勤・通学者が多い地域 

3) 職住近接型：徒歩・自転車による通勤・通学者が

多く都市域が狭い地域 

4) 混在型：人口集中および交通の利用状況にはっき

りとした特徴がみられない地域 

5) 拠点TOD 型：都市域は広いが人口やその他施設が

集積しており、公共交通利便性が高い地域 

6) 集中TOD 型：人口やその他施設が集積しており、

公共交通利便性が高い地域 

7) 弱公共交通志向型：人口集中性はある程度高いが、

公共交通利用はそれ程高くない地域 

 以上による分類結果を図-3に示す。 

 

４．地域交通圏類型別EST 施策パッケージの策定 

 

 EST 施策パッケージの軸となるのは、自動車交通か

らの転換の最大の受け皿となる、幹線部における代替輸

送機関の選定である。これに関しては、郷ら 4)が提案し

た DID 人口密度に応じてライフサイクル CO2が最小か

つ実施可能な輸送機関を特定する手法を用いる。 

 図-4 に、2050 年における実施可能で CO2排出の尐な

い幹線輸送機関を地域交通圏単位で示す。2050 年の市

区町村人口推計をもとに、2000 年に対する人口減尐率

は DID と非 DID で同じとしている。人口減尐により、

市街地面積を一定と仮定する本推計では人口密度も低下

することから、2000 年において LRT や BRT など CO2

削減に大きく資する幹線輸送機関を導入したとしても、

2050 年には路線維持不可能となる地域が全国に広がり、

それらの地域では自動車による輸送が相対的に CO2 排

出最小となってしまう。 

 よって、CO2 削減に大きく資する幹線輸送機関の導入

と、それをサポートするモーダルシフト促進策（態度行

動変容施策を含む）だけでは、その維持経費への莫大な

公的負担が不可欠となる。このような状況に陥らないた

めには、幹線輸送機関を維持するだけの利用があり、そ

の CO2 削減効果を高めるための土地利用施策を長期的

に実施していくことが合わせて必要となる。一方、公共

交通の採算性の閾値を下げるために交通事業者に補助金

等を投入することにより、路線維持限界が下がれば、

「既存路線＋LRT・BRT」が選定される地域が増えるこ

とから、財源の見直しを行い、公共交通整備に利用する

といった施策もEST 実現のためには有効である。 

 

５．EST 施策ロードマップの導出 

 

（１）共通施策パッケージの策定 

 各地域特性に応じた施策のパッケージングおよびロー

ドマップの策定を行う前に、全国における EST 実現に

共通するマクロ施策パッケージを図-5 に示す。IT 活用

によって、移動機会やトリップ数の削減を図る。それと

ともに、コンパクトシティ・TOD 支援プランを策定し、

コンパクトな地域を形成することにより、トリップ長の

削減・公共交通型地域の形成を図る。また、公共交通整

備については、上下分離方式による路線建設・改修を行

うことにより、公共交通導入を促進し、かつ採算性限界
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図－３ セグメント分類結果 

 

 

図－４ 2050年におけるライフサイクルCO2最小 

となる幹線輸送機関 

 



の低減を図る。 

 この共通施策に、次で示す地域類型別の個別施策を組

み合わせたものを、それぞれの EST 施策パッケージと

する。 

 

（２）地域交通圏類型別施策ロードマップの提案 

 3(3)節において分類したセグメントをもとに 3 つの

EST 施策ロードマップを提案する。以下にそれぞれの

特徴・目標を述べる。なお、紙幅の都合上 a)のみ図示

する（図-6）。 

a) 自動車依存脱却施策パッケージ 

地域：1)強自動車依存型、2)弱自動車依存型 

特徴：自動車依存、公共交通の不足、人口集中性の低さ

（自動車に代わる移動手段が担保されていない） 

目標：1)IT 活用による移動機会の削減、2)公共交通整備

の効果を高めるためのコンパクト化、3)自動車からの直

接的CO2排出削減 

b) 職住近接都市構築施策パッケージ 

地域：3)職住近接型 

特徴：徒歩・自転車分担率が相対的に高い=狭い都市域 

目標：1)歩行者・自転車交通の育成、2)地域内公共交通

の充実、3)まちのにぎわい創出 

c) 公共交通志向維持・強化施策パッケージ 

地域：5)拠点 TOD 型、6)集中 TOD 型、7)弱公共交通志

向型 

特徴：公共交通カバー率の高さ、人口集中性の高さ    

（自動車に代わる移動手段が担保されている） 

目標：1)自動車交通の抑制（push 施策）、2)公共交通に

よる都心アクセスの高速化（pull 施策）、3)時差出勤・

フレックスタイム制導入（混雑集中回避） 

 

６．おわりに 

 

 本稿では、地域内旅客交通を対象として、EST 実現

のための施策ロードマップを地域特性に応じて提案する

方法論を検討した。その主な成果は以下のとおりである。 

1) 国内各地域交通圏の EST 施策からみた特性を、土

地利用・交通特性によって類型化した 

2) 人口減尐下での EST 実現には、モーダルシフト促

進策のみではなく、コンパクト化等の土地利用施

策を合わせて行う必要性が示された 

3) 各地域特性に応じた EST 実現のための施策体系の

全体像を明らかにし、各種施策間の実施順序や相

乗効果発生といった関係性をまとめた 

4) 以上を踏まえて、3 地域類型別の EST 施策ロード

マップが提案できた 
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図－５ マクロシナリオ対応共通施策パッケージ 

 

 

図－６ 自動車依存型地域におけるEST 施策ロードマップ 


